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志木市国民健康保険年齢別被保険者の数 
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後期高齢者医療に移行する人数は増加傾向にあり、前期高齢者となる人
数は、横ばいから減少する 
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国保年齢階級別医療費の額 
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 平成２４年度「医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）より作成 
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

保険給付費 4,058 4,279 4,528 4,728 4,925 5,050 5,200 5,350
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２６年度以降の伸びは鈍化する 

単位：百万円 

4 



収入額 2,385 2,425 2,101 2,080 1,977 2,010 1,974 1,953

調定額 3,512 3,623 3,328 3,312 3,222 3,222 3,148 3,090
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単位：百万円 

現年分の収納率は高くなったが、２１００万円の減収（H25年度） 
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保険税一人当たり調定額の推移 
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H23 H24 H25 H26 H27 H28

介護納付金 356 396 432 446 469 493

後期高齢者支援金 924 1,025 1,084 1,095 1,166 1,212
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単年度の実質収支額 
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実質収支額＝形式収支額－（法定外繰入金＋基金繰入金＋前年度繰越金)＋基金積立金 
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保険給付費支払基金年度末残高と繰越金 

H22.3 H23.3 H24.3 H25.3 H26.3

繰越金 620,837 477,282 416,289 422,678 523,884

基金残高 455,512 690,494 597,821 283,132 349,676

0

200,000

400,000
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1,000,000
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繰越金 

基金残高 

単位：百万円 

9 



0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000 1,200,000

H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

法定内繰入 186,759 213,589 251,046 262,659 271,967 267,210 275,790

法定外繰入 198,282 234,676 124,440 0 0 375,707 367,260

基金繰入 93,872 219,627 439,569 479,424 604,774 283,130 349,675

国保特別会計 繰入金の推移 

 総 額 478,913 667,892 815,055 742,083 876,741 926,130 992,725 

単位：千円 

＊法定内繰入金…保険基盤安定繰入金（保険税軽減分・保険者支援分）、事務費等繰入金、出産育児一時
金、財政安定化支援事業繰入金 
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一人あたりのその他(法定外)繰入金の状況（県内４０市） 

平成２５年度決算額 平成２６年度予算額 

志木市 １８,２８９円 １７,８００円 

朝霞市 ３０,０６０円 １６,４６２円 

和光市 １３,３５５円 ２４,３８７円 

新座市 １８,４７４円 ２２,８０３円 

市平均 １４,０８２円 １８,０００円 
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区分 所得割 資産割 均等割 平等割 限度額 

志木市 

医療費分 ７．００％ ３４．００％ ９,５００円 １９,５００円 ４７万円 

後期分 １．１０％ － １０, ０００円 － １２万円 

介護分 １．３６％ － １１,０００円 － １０万円 

朝霞市 

医療費分 ７．７０％ ３３．００％ １２,０００円 １４,０００円 ５１万円 

後期分 ２．００％ － ９,０００円 － １４万円 

介護分 １．７０％ － ９,０００円 －  １２万円 

和光市 

医療費分 ６．３０％ １２．００％ １５,６００円 １８,０００円 ５１万円 

後期分 １．８０％ － ７,２００円 － １４万円 

介護分 １．００％ － ７,２００円 － １２万円 

新座市 

医療費分 ７．３９％ ３５．００％ ３,０００円 １３,０００円 ４９万円 

後期分 １．３６％ － １１,０００円 － １２万円 

介護分 １．３６％ － １１,０００円 － １２万円 

【国の賦課限度額】  医療費分 ５１万円、後期分 １６万円、介護分 １４万円  計 ８１万円    
【直近の改定状況】  志木市（平成１８年４月）、朝霞市（平成２６年４月）、和光市（平成２４年４月）、 
                                         新座市（平成２６年４月）  

朝霞地区４市の保険税率 

12 



平成２６年度国保特別会計予算 歳入 

款 科目 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 前年度比 増減割合 

1 国民健康保険税 １,９５１,８７１ １,９３０,９１４ △２０,９５７ △1.1% 

2 使用料及び手数料 ２０ ２０ ０ 0% 

3 国庫支出金 １,３６８,５９６ １,４５１,２４２ ８２,６４６ 6.0% 

4 療養給付費等交付金 ３０１,１３３ ２５９,６８７ △４１,４４６ △13.82% 

5 前期高齢者交付金 ２,００７,４９９ ２,１４３,０１６ １３５,５１７ 6.8% 

6 県支出金 ４３７,３９１ ３６３,７３４ △７３,６５７ △16.8% 

7 共同事業交付金 ７８２,７９２ ９６７,１０７ １８４,３１５ 23.5% 

8 財産収入 ２ ２ ０ 0% 

9 

法定内繰入金 ２６６,２８４ ２７５,７９０ ９,５０６ 3.6% 

法定外繰入金 ３７５,７０８ ３６７,２１０ △８,４９８ △2.3% 

基金繰入金 ２８３,１３０ ３４９,６７５ ６６,５４５ 23.5% 

10 繰越金 ２０,０１０ ２０,０１０ ０ 0% 

11 諸収入 １５,１００ １５,１００ ０ 0% 

計 合計 ７,８１０,９２０ ８,１４５,６３３ ３３４,７１３ 4.3% 

単位：千円 
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平成２６年度 国保特別会計 歳出見込み 

款 科目 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 前年度比 増減割合 

1 総務費 ６５,８４５ ６４,３８８ ０ 0% 

2 保険給付費 ５,０４０,５７３ ５,３４１,７４９ ３０１,１７６ 6.0% 

3 後期高齢者支援金等 １,０８７,３４３ １,０９３,６４０ ６,２９７ 0.6% 

4 前期高齢者納付金等 ７０９ ８０６ ９７ 13.7% 

5 老人保健拠出金 １５０ １４０ １０ △6.7% 

6 介護納付金 ４３３,７５６ ４４６,２０８ １２,４５２ 2.9% 

7 共同事業拠出金 ９６９,２９０ ９９４,２１０ ２４,９２０ 2.6% 

8 保健事業費 １５４,７２５ １４２,４７０ △１２,２５５ △7.9% 

9 基金積立金 ５ ５ ０ 0% 

10 公債費 ４００ ４００ ０ 0% 

11 諸支出金 ９,５８１ １０,１６０ ５７９ 6.0% 

12 予備費 ５０,０００ ５０,０００ ０ 0% 

計 合計 ７,８１０,９２０ ８,１４５,６３３ ３３４,７１３ 4.3% 

単位：千円 

保険給付費支払基金 残高（26年度当初予算後） ０円 
14 



施行日 所得割 資産割 均等割 平等割 限度額 

平成２０年 
４月１日 

医療費分 ７．００％ 据置 ９,５００円 据置 ４７万円 

後期分 １．１０％ － １０, ０００円 － １２万円 

諮問日 H19.11.22 答申日 H20.1.11 

平成１８年 
４月１日 

医療費分 ８．１０％ 据置 １９,５００円 １９,５００円 据置 

介護分 １．３６％ － １１,０００円 － ８万円 

諮問日 H17.11.17 答申日 H17.12.12 － 

平成１４年 
４月１日 

医療費分 ７．９０％ 据置 １３,５００円 １４,５００円 ５３万円 

介護分 ０．９５％ － １０,８００円 － ７万円 

諮問日 H13.11.21 答申日 H14.1.9 － 

平成１２年 
４月１日 

介護分 

諮問日 答申日 

平成７年 
４月１日 

医療費分 ６．８０％ 据置 ９,０００円 １０,０００円 

諮問日 H6.11.9 答申日 

昭和６２年 
４月１日 

医療費分 ５．００％ ３４．００％ ５,３００円 ６,６００円 

諮問日 S62.2.4 答申日 

◆保険税率改定の状況 

15 



◆賦課限度額のみ見直した場合 

医療費分 支援分 介護分 合計 

国 ５１万円 １４万円 １２万円 ７７万円 

志木市 ４７万円 １２万円 １０万円 ６９万円 

◎現在の国の限度額に 
改正した場合 

医療費分 支援分 介護分 合計 

志木市 ５１万円 １４万円 １２万円 ７７万円 

影響額  約２，８００万円の増収 

◎賦課限度額を超える世帯数 

医療費分 ５２４世帯 ４５１世帯 △７３世帯 

支援分 ２５１世帯 １８２世帯 △６９世帯 

介護分 ２１３世帯 １４７世帯 △６６世帯 

上限額に 
あたる所得 

約７２０万円 

約１２００万円 

約８３０万円 16 



４ •国保制度改革の動き 

１．保険税軽減措置の拡大 

① ２割軽減の拡大→所得基準額の引上 
【現行】 ・基準額／３３万円+３５万円×被保険者数（給与  
      収入 約２２３万円、３人世帯）   
      集合契約 
【改正後】 ・基準額／３３万円+４５万円×被保険者数（給   
      与収入 約２６６万円、３人世帯） 
 

② ５割軽減の拡大→単身世帯も対象+ 
             所得基準額の引上 
【現行】 ・基準額／３３万円+２４．５万円×（被保険者数－   
     世帯主）（給与収入 約１４７万円、３人世帯） 
【改正後】 ・基準額／３３万円＋２４．５万円×被保険者数  
     （給与収入 約１７８万円、３人世帯） 
 

③ 保険者支援制度の拡充→２割軽減も 
  財政支援の対象＋算定基準の見直し 
【現行】 ・軽減対象者１人当たりの支援額＝ 
 平均保険税収納額の１２％（７割軽減）、６％（５割軽減） 
【改正後】 ・軽減対象者１人当たりの支援額＝ 
 平均保険税算定額の１５％（７割軽減）、１４％（５割軽 
 減）、１３％（２割軽減） 
 ＊収納額＝算定額－法定軽減額－未収額 

国保税の賦課限度額の引き上げ 

２．賦課限度額の引上げ 

平成２６・２７年度実施予定 平成２６年度実施予定 

医療分 支援分 介護分 合計 

２０年度 ４７万円 １２万円 ９万円 ６８万円 

２１年度 据 置 据 置 １０万円 ６９万円 

２２年度 ５０万円 １３万円 据 置 ７３万円 

２３年度 ５１万円 １４万円 １２万円 ７７万円 

２４年度 据   置 

２５年度 据   置 

17 



３ •歳出抑制策 

１．保健事業の見直し 

① 国保人間ドックの自己負担額の見直し 
【現状】  
 ・契約／志木市、朝霞市、新座市と朝霞地区医師会との   
      集合契約 
 ・検査料、助成額（円） 

検査料 助成額 自己負担額 

朝霞地区 39,050 34,050 5,000 

市平均 36,646 23,970 12,018 

＊和光市ほか７市では、助成事業を実施していない 
＊対象年齢／志木市、新座市は制限なし。朝霞市は、３５    
         歳以上。平均は３２．８歳 
 ・人間ドック受診者の推移（志木市） 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

人数（人） 1,384 1,497 1,553 

決算額（千円） 45,796 49,590 51,814 

★ 加入者１人当たりの保健事業費 
【平成２４年度決算額】  
 志木市／３，３７２円（県内１位）  ４０市平均／７８０円 

① 自己負担額を５，０００円→１万円に 
   引き上げ 
          削減額 △ ７５０万円 
    １，５００人×＠５，０００円＝７，５００，０００円 

 
② 対象年齢を３５歳以上とする 
          削減額 △ １００万円 

   ３０人×＠３４，０００円＝１，０００，０００円 
 

③ 合計（①＋②） 
          削減額 △ ８５０万円 

★ 加入者１人当たりの保健事業費 
【平成２６年度見込み額】  志木市／２，９６４円 

課題 朝霞市、新座市との調整が必要 18 



３ •歳出抑制策 

２．医療費の適正化 

① 重複頻回受診者・ハイリスク者への 
介入強化 
【現状】  
 ・ 

② ジェネリック薬品の使用促進 
【現状】 
・医療給付費の推移（志木市）   単位：百万円 

＊H25.4.5 「後発医薬品のさらなる使用促進のための   
        ロードマップ」（厚生労働省） 
 目標 → 平成30年3月までに 数量シェアを６０％以上 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

医療給付費 5,106 5,387 5,578 

うち調剤費用額 1,064 1,168 1,174 

19 



４ •国保制度改革の動き 

３．７０～７４歳の一部負担金特例措置  
  の見直し 

【現行】 
一般・ 
低所得者 現役並み 

＜７０歳未満＞ 
【現行】 

４．高額療養費の見直し 

平成２６年度実施予定 
平成２７年１月実施予定 

 
【１割】 

 
 

（法定）
【２割】 
（特例） 

【１割】 
 

【３割】 

 
【３割】 

 
 
 

【３割】 

７５歳 

７０歳 

 
【１割】 

 
 
 

【１割】 
 

【３割】 

 
【３割】 

 
 
 

【３割】 

【２割】 

７０歳に到達する者から段階的
に２割負担（１年目～５年目） 

【改正案】 
一般・ 
低所得者 現役並み 

＊現役並み所得者 
課税所得１４５万円以上の７０歳以上の被保険者がいる世帯 

所得区分 限度額（月額） 

上位所得
者 

年収７７０
万円以上 
 
 
 

１５０，０００円
＋１％ 
多数該当 
８３，４００円 

一般所得
者 

～７７０万
円 
 
 
 
 
 
 
 

８０，１００円＋
１％ 
多数該当 
４４，４００円 

低所得者
（非課税） 

３５，４００円 
多数該当 
２４，６００円 

所得区分 限度額（月額） 

～１,１６０
万円 

２５２，６００円
＋１％ 
＜140,100＞ 

１,１６０～ 
７７０万円 

１６７，４００円
＋１％ 
＜93,000＞ 

７７０～ 
３７０万円 
 
 
 
 
 

８０，１００円＋
１％ 
＜４４，４００＞ 
 
 
 

３７０万円
～ 

５７，６００円 
＜44,400＞ 
 

低所得者
（非課税） 
 

３５，４００円 
＜２４，６００＞ 

【改正案】 

能力に応じた負担となるよう所得区分を細分化 20 



４ •国保制度改革の動き 

＜７０～７４歳＞ 
【現行】 

４．高額療養費の見直し 

平成２７年１月実施予定 

【改正案】 

所得区分 限度額（月額） 

外来 
（個人ごと） 

現役並み所得者 
３７０万円超 

４４，４００円 ８０，１００円
＋１％ 
多数該当 
４４，４００円 

一般所得者 
３７０万円以下 
 

１２，０００円 

＊政令本則
上は 
２４，６００円 

４４，４００円 

＊政令本則
上は 
６２，１００円 

低Ⅱ 

８，０００円 

２４，６００円 

低Ⅰ １５，０００円 

所得区分 限度額（月額） 

外来 
（個人ごと） 

現役並み所得者 
３７０万円超 

４４，４００円 ８０，１００円
＋１％ 
多数該当 
４４，４００円 

一般所得者 
３７０万円以下 
 

１２，０００円 
 

４４，４００円 
 

低Ⅱ 

８，０００円 

２４，６００円 

低Ⅰ １５，０００円 

（３割・２割負担の者） （３割・２割負担の者） 

＊１割負担の者は据置 

21 



４ •国保制度改革の動き 

高額療養の見
直し等 

・低所得者の保
険税軽減措置 

・賦課限度額の
引き上げ 

診療報酬改定
基本方針 

・後期高齢者支援
金の全面総報酬
割 

・国保の財政支援
の拡充 

・国保の保険者、
運営等のあり方 

25年    9月 
 
 
       12月 

議論 
↓ 
↓ 

とりまとめ 

 
議論 
↓ 

とりまとめ 

 
議論 
↓ 

とりまとめ 

26年    4月 
 
       12月 

議論 
↓ 

とりまとめ 

対応方針 26年度中を目
途に政令改正 

26年度税制改

正、予算措置、
政令改正 

26年度改定 27年常会に 
法案提出 

５．厚生労働省・医療保険部会での検討スケジュール（法制上の措置関連） 
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